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研究成果の概要（和文）： わが国における障がい幼児の歴史を戦前から今日に至るまでの歴史を研究することができ
た。特に、三木安正の事業、１９６０年代以降の大津市の取り組みに先駆的意義を見出すことができた。さらに、幼稚
園教育要領や保育所保育指針における障がい児保育に関する記述を整理することができた。研究を通して、これまで未
開拓であった分野に着手することになったのは、幼児教育史の全体像につながるものとなった。
　戦前戦後において、障がい児保育に一定の影響を与えた人物や地域に焦点を置いたことは、これまでの先行関連研究
にはほとんどなかったので、オリジナルなものになったと思われる。研究成果は、書籍として刊行することにもなった
。

研究成果の概要（英文）： The history of the fault infant in the country could be studied by the history 
to today from the prewar days．Specifically,Miki Yasumasa's business , the efforts in Otsu City since 
then in the 1960s could be found leading meaning.Moreover, the description of the handicapped child about 
Course of study for Kindergarten and the childcare center childcare guideline could be organized. Setting 
about the potential field so far through the research got to connect with the picture of the child 
education history.Because doing few setting of the focus to the person and the area that had a constant 
influence on the handicapped childcare before and after the war was in former future relevant study,it 
seems to be original.The study results will be published as the book.

研究分野：障害児保育

キーワード： 歴史研究　戦前　戦後　三木安正　大津市　幼稚園教育要領　保育所保育指針　幼児教育史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）幼児教育史に関するこれまで刊行され
た通史を扱った研究書を見てみると、たとえ
ば、『幼稚園教育百年史』（文部省、１９７９
年、ひかりのくに）、『幼児教育方法史研究』
（田中まさ子、１９９８年、風間書房）、『日
本幼稚園成立史の研究』（湯川嘉津美、２０
０１年、風間書房）によると、障がい幼児に
かかわる記述はいっさい見ることができな
い。こうした、これまでの研究経過からする
と、幼児教育史研究の上では、障がい幼児を
対象とした研究が必ずしも十分に位置づい
てきたは言えないことになろう。障がい幼児
を対象とした研究が必ずしも十分に扱われ
てこなかったのである。 
 
（２）このような事情になった理由には以下
の諸点が考えられるのではなかろうか。 
①障がい幼児への保育・教育が園では実施さ
れてきたが、その障がい児保育・教育の研究
方法が未確立であったこと。 
②障がいの種類・程度が多様であることから、
その研究を進めるのに困難性が生じたり、研
究者の不足があったりしたこと。 
③伝統的に障がい児への研究は、治療的・心
理的研究が先行していて、保育・教育的研究
が遅れていたこと。 
 
２．研究の目的 
（１）幼稚園や保育所では「気になる子ども」
が、１９９０年代以降、称されるようになっ
ている。また、文部科学省は２００７年より
特別支援教育をそれまでの特殊教育にかわ
って新たな制度とした。こうした発達障がい
幼児への適切な指導が求められるようにな
ってきた時代であるからこそ、特別支援教育
（幼児教育）の研究は急務であると考えられ
る。こうした中で、本研究は「障がいのある
幼児の歴史研究」を進めることを目的とする。
そして、これまでの研究書においては、不十
分な位置づけであったがこの研究分野を加
えることで、すべての幼児を対象とした幼児
教育史研究を少しでも構築できる一助にな
ればという目的を考えている。 
 
（２）幼稚園や保育所の実態を考えると、発
達障がい幼児への保育内容・方法研究が一層
強く進められることも必要と思われる。しか
し、本研究においては、その内容・方法研究
を今日に至らしめた先人たちの努力、ある地
域での試行的営為、ある時代での社会的要請
などといった視点を、換言するならば、今日
に達するまでの経緯について総括しておく
ことも必要であると考えられる。よって、本
研究は基礎的な性格をもつ研究になろうが、
これも目的と考えている。 
 
（３）これまで（１）と（２）で述べてきた
ことを図示すると以下のようにまとめるこ
とができる。 

幼稚園・保育所での発達障がい幼児の存在 
 ⇓ 

障がい児保育・教育研究の構築 
      ⇓ 
障がいのある幼児の歴史研究 
図１ 本研究の位置づけ 
 

３．研究の方法 
（１）本研究は平成２３年度から平成２７年
度までの５ケ年に及ぶ継続研究であること
から以下のように研究の目的を達成するた
めの第一期から第五期に分けるという研究
の方法を立てた。研究の性格から、文献研究
の方法を試みている。 
①第一期（平成２３年度） 
「特別支援教育（幼児教育）史の通史研究」
をテーマとした。通史を戦前と戦後に大別す
る。特に、後者の戦後については、さらに細
分して時期区分を設ける。このとき、それぞ
れの時期において、どのような特徴があるの
かを明らかにするが、時期が区切れる因果関
係に注目して進める。 
②第二期（平成２４年度） 
「幼稚園教育要領と保育所保育指針の変遷
研究」をテーマとした。今回に至るまでの４
回にわたる幼稚園教育要領と保育所保育指
針での障がい児保育にかかわる記述を整理
する。 
③第三期（平成２５年度） 
「先駆的役割を果たした三木安正研究」をテ
ーマとした。戦前において障がい児保育の理
論と実践の構築に先駆的役割を果たした三
木安正を取り上げる。特に、三木が所属した
保育問題研究会の第三部会や恩賜財団愛育
研究所の第二研究室での活動を明確化し、そ
の意義をまとめる。 
④第四期（平成２６年度） 
「戦後の制度的確立期における事業研究」を
テーマとした。戦後において障がい児保育の
制度的確立における事業を整理する。中でも、
１９７０年代の行政動向と法を対象にして、
障がい児保育の全国的な広がりについて言
及する。 
⑤第五期（平成２７年度） 
「先駆的役割を果たした地域史研究」をテー
マとした。戦後において障がい児保育の先駆
的（モデル的）役割を果たした大津市の取り
組みを整理する。 
 
４．研究成果 
ここではそれぞれの期の研究成果について
第一期を（１）に、第二期を（２）に、第三
期を（３）に、第四期を（４）に、第五期を
（５）に記述する。そして、本研究全体を通
してのまとめを（６）に記述する。 
（１）文部科学省は障がいのある子どものた
めの教育として、従来の特殊教育にかわって、
２００７年に特別支援教育という新たな制
度を開始した。この特別支援教育の理念のひ
とつがライフステージで支援することにあ



る。本研究では、ライフステージの中で、幼
児期に焦点をあてて、幼児教育史、さらには 
障がいのある幼児の歴史研究を行った。戦前
と戦後の歴史を時期区分して通史研究を行
った結果、以下のように６つの時期に分け、
特徴をみることができた。 
①障がい児保育の先駆け（～１９６２年）：
戦前については、三木安正を中心とした恩賜
財団愛育研究所の第二研究室や保育問題研
究会の第三部会の取り組みを明らかにした。
戦後については、１９５７年の精神薄弱児通
園施設の新設を取り上げた。 
②障がい児保育の萌芽（１９６３年～１９７
２年）：１９６３年の中央児童福祉審議会の
「保育に欠ける状況」の見直しについて言及
した。公の場で障がい児保育の問題が取り上
げられた点に特徴をみた。 
③障がい児保育の展開（１９７３年～１９７
８年）：１９７３年の大津市での全員受け入
れ、同年の中央児童福祉審議会の「当面すべ
き児童福祉対策について」の答申における統
合保育の意義に特徴をみた。１９７４年の
「障害児保育事業実施要綱」でのポイントを
明確化した。 
④障がい児保育の多様化（１９７９年～１９
９５年）：１９７９年の養護学校義務制を契
機に重度の障がい児への対応がなされ、障が
い児医療の発展と結びついた療育実践の展
開に特徴をみた。 
⑤障がい児保育の再編（１９９６年～２００
６年）：１９９５年の障害者プランでの地域
療育支援事業に大きな制度的転換の特徴を
みた。 
⑥障がい児保育の新たな転換（２００７年
～）：２００７年の特別支援教育の新たな制
度で、幼児期の支援の重要さの特徴をみた。
さらに、２００８年の幼稚園教育要領と保育
所保育指針の改定でのポイントを明らかに
した。 
（２）幼稚園教育要領と保育所保育指針のこ
れまでの４回にわたる通知や告示の中で、障
害児保育に関する記述の変遷を整理するこ
とができた。そして、２００８年度告示に力
点を置いて、その特徴を明確化した。 
第一回の改定では、障害児の取り上げ方につ
いてふれている。第二回改定では、統合保育
や保護者についてふれている。第三回改定で
は、発達や障害についてふれている。そして、
第四回の改定では、両者の間でいくつかの共
通する事項が記述されている。それは次の７
点である。①障害の状態、②一人一人、個々
の、③計画を個別に作成する、④指導計画を
柔軟に、指導内容や指導方法の工夫、⑤他の
子どもとの生活を通して共に、集団の中で生
活する、⑥職員の連携の中、組織的、⑦家庭
や関係機関との連携といった点に変化があ
る。この７点は、２００７年に特別支援教育
が開始したため、遵守の義務が生じてきて、
これからの障害児保育の方向性を明示した
として考えることができた。また、第三回の

改定と比較すると、保育所保育指針では、交
流機会を設けること、障害児通園施設への通
所についての考慮、障害の種類や程度という
記述が今回の改定でなくなっている。一方、
幼稚園教育要領では、障害の種類や程度とい
う記述が消失して、障害の状態へと変化して
いることが明確化できた。以上の７点をふま
えた上で、本研究では、①子どもの実態把握
に関して、保育所保育指針では乳児期から幼
児期までを８つの発達過程で分けているが、
ここからは子どもがたどる発達の道筋を読
み取ることができる。換言すれば、発達をプ
ロセスとしてとらえ、子どもの環境への主体
的な関わりを重視することがうかがえる。②
個別の計画に関して、個別の教育支援計画や
個別の指導計画が打ち出されている。地域の
関係機関との連携、ライフステージでの支援
が前者に、園や学校での短期期間・長期期間
での支援が後者に相当する。個々のニーズ、
発達に応じた支援を計画的に実施して、発達
の連続性を意識した支援について、子どもを
送る側（幼稚園や保育所など）も受け取る側
（学校）も共通認識をもつことが重要である
と指摘した。③集団の保障に関して、特別支
援教育が進むにつれ、個別の指導が強調され
るようになってきている。しかし、個別指導
と集団指導が対峙するものでないこと、障害
児保育をさらに中身あるものにしていくた
めには、集団の教育力が発揮されることが重
要であると指摘した。④幼保小の連携に関し
て、保育所児童保育要録や幼稚園幼児指導要
録での記述内容を検討すると、一人ひとりの
子どもたちの移行をスムーズにし、発達を保
障するために、両者を送付する意味を保育所、
幼稚園と小学校の関係者が協働して理解し
ていく姿勢が強く求められると指摘した。⑤
地域の連携に関して、今回の特別支援教育構
想で出てきた特別支援学校の努力義務とし
て、地域の特別支援教育のセンター的役割を
もつこと、キーパーソンとなるコーディネー
ターを各園や学校に配置することがある。特
別支援学校が地域の関係機関と連携・協力し
て、園や学校にいる障害児はもとより地域の
障害者のための支援に貢献すること、保護者
からの相談の窓口になることの役割を強調
した。まさしく。開かれた学校づくりが唱導
されていくことが大切であると指摘した。 
（３）戦前の障害児保育の実践と研究をめぐ
っては、保育問題研究会の第三部会と恩賜財
団愛育研究所の第二研究室で活動がなされ
ていた。三木安正が所属した保育問題研究会
とその機関紙『保育問題研究』に焦点化して、
戦前の障害児保育の展開を明確化できた。そ
の研究方法では『保育問題研究』第一巻第一
号から第四巻第七号にわたっての記述をみ
る中でその展開過程を指摘した。戦前におけ
る障害児保育の試行的な活動を明らかにで
きたことで、戦前と戦後の連続性、今日的な
保育へのつながりを考察することになった。
三木が果たした役割について、①生活をつぶ



さにみようとした点、知的障害のある幼児を
理解する上では、生活・障害・発達の視点か
らみていく必要があるととらえていると考
えられる。まさしくまるごと子どもをとらえ
ることといった今日的な把握につながって
いることを指摘した。なお、生活重視の考え
があるからこそ障害児調査の実施、関係機関
の創設へとつながったと考えられる。②保育
の実際を非常に重視した点、それゆえに、実
験保育の場から障害幼児の指導方法と指導
内容を提起し、今日の障害児保育の中身の礎
を形成したと理解できる。特に、恩賜財団愛
育研究所では障害児保育のカリキュラムの
基本構造につながるような４つのカテゴリ
ーが考案されていた点に卓越しているもの
を感じざるをえない。③障害それぞれの程度
に応じた指導の場を設定する必要性を主張
した点、それは、分離保育と統合保育といっ
た両方の指導の形態が整えられることを社
会に呼びかけていたのである。戦前において
統合保育を立ち上げる必要性を主張した点
は非常な先駆性をみることができる。ある障
害幼児への発達を最善に促すためにはどの
ような場が適切なのかを求めていたともと
らえられる。④心理学、保育・教育学、社会
福祉学、医学といった諸科学の視点に立つと
同時に、保育者とともに日常的に意見交換で
き、チームワークの場を求め展開した点、こ
のことについては、三木安正の略歴からわか
るように、所属した大学の教室、研究所から
幅広い学問的追究を可能にさせていたので
ある。そして、園における障害幼児指導にあ
たっての指導者の力量アップを集団的には
かろうとした意図があったからである。さら
に、第三部会で扱った困った子への研究方針
は、①理論的研究、②実際的研究、③調査研
究と３つを位置づけて活動していたことが
理解できた。また、①対象とした子どもにつ
いて：知的障害児、性格異常児、言語障害児
など、②観察と記録について：記録用紙と保
育日誌の活用、子どものきめ細かい実態把握
と、保育者といっしょになって課題を解決し
ていこうとする姿勢として評価できると考
えられる。今日的にいえば、実践記録の重要
性を指摘していたのである。③発達をとらえ
る視点について：問題行動を単に現象的にみ
るのではなく、子どもの発達する姿にそって
みること、④園の先生のニーズに基づくこ
と：実践と理論の結合をはかるといった４つ
の先駆的試みをしていたことを意義づける
ことができた。集団については、集団のもつ
教育力に着目して保育を展開している。遊び
については、砂場遊びと積木遊びが重視され
ている。作業については、感覚訓練的なもの、
紙細工、描画の課題を重視しているが、いわ
ゆる技能向上だけでなく、課題達成への指向
性を育てることにかなりのねらいを設定し
ている。生活については、今日的にいえば生
活力、生きる力の形成の力説であった。指導
者集団の側では、研修方法を深め、個々への

指導、一人ひとりに応じた指導の関心をひろ
げていったと指摘できる。 
（４）１９７０年代においては、文部省は、
７２年に「特殊教育諸学校幼稚部学級計画１
０年計画」を策定した。これにより、１９７
０年代特殊教育諸学校で幼稚部が設置され
ていった。しかしながら、実際には、この時
期の特殊教育学校幼稚部の設置や在籍数は、
十分には増加していない。１９７７年におけ
る全国の養護学校（分校を含める）の総数４
５５校中幼稚部を設置している学校は２４
校（５％）に留まっており、４７都道府県の
うち幼稚部がなかったのは３６道府県あっ
た。こうした状況から特殊教育諸学校の幼稚
部は、障害児保育の主要な担い手とはなり得
なかったと考えることができた。以上のよう
に、幼稚部の設置は十分に進まなかったが、
療育施設は小規模ながらの草の根の実践が
継続され、１９７０年代に入ると、幼児の療
育の場が公的に保障されることとなった。厚
生省は、１９７２年に「心身障害児通園事業
実施要綱」を策定した。この要綱では、その
目的を市町村が通園の場を設けて心身に障
害のある児童に対し、通園の方法によって指
導を行い、地域社会が一体となってその育成
を助長することとしている。そして、その対
象を精神薄弱、肢体不自由、もう、ろうあ等
の障害を有し、通園による指導になじむ幼児
とした。つまり、この要綱において、就学前
の障害幼児の通園制の療育施設に通うこと
が可能となり、また、その親子が居住する地
域に療育施設が設置されたことは、制度的に
大きく前進したと考えられる。特に、１９７
３年の中央福祉審議会の中間答申「当面すべ
き児童福祉対策について」や１９７４年の
「障害児保育事業実施要綱」の公布が、統合
保育の必要さや加配や助成金の補助といっ
た制度的充実がみられた点を指摘した。一方、 
文部省は、１９７４年に「心身障害児幼稚園
助成事業補助金交付要綱」（公立幼稚園用）
と「私立幼稚園特殊教育費国庫補助金制度」
を公布した。これによって、幼稚園での障害
児の受け入れに対する公的な保障が確定し
たのである。以上、１９７０年代を文部省と
厚生省の両分野から時代の特徴を明らかに
することができた。 
さらに、１９７０年代前半までの統合保育論
に対して、障害幼児の生活の組織化や発達的
基盤・条件とは何かを問う中で障害児保育の
必要性・重要性を位置づけ、障害児のみの集
団か健常児との統合の集団かを問わず、子ど
もの生活全体を再構成する不可欠な取り組
みとして集団保育の保障を提起するように
なってくるのが大きな特徴であると指摘で
きた。それは、「分離保育か、統合保育か」
という二文法的な枠組みに収斂させるので
はなく、そして、従来からの早期の治療教育
的な取り組みを否定するのではなく、むしろ
障害幼児の発達や生活の基盤づくりという
目標のもとに保育と治療、訓練との有機的な



結合の必要さの提起であり、障害幼児の保
育・療育の場は子どもの障害や発達に応じて
多様に準備されるべきであるという主張で
あった。保育所や幼稚園における障害児保育
のあり方について、その後の障害児保育の進
展について、大きな転換期になっていたと考
えることができた。 
（５）乳幼児健診や障害児保育に、全国的に
いち早く取り組んできたのは滋賀県大津市
である。先駆的実践を行った地域として特筆
できる。１９４７年には厚生省に児童局が設
置され、局内に母子衛生課が置かれ母子保健
行政を所管することとなった。同年に大津市
の保健所で、乳幼児一斉健診が実施され、１
９５８年には大津市衛生課や大学、保健所、
医師会、助産婦会などが１歳児健診に取り組
んでいる。その後の大津市の取り組みをみる
と、ゼロ歳児医療の無料化、障害児には超早
期リハビリテーションを実施、保育所に入る
前段階として、障害児のために母子通園事業
やまびこ教室の開設、希望する障害児全員を
保育所・幼稚園で受けとめる、乳幼児健康カ
ードの作成など、１９６３年から１９７３年
まで健診を重ね、健診漏れ、発見漏れ、対応
漏れゼロを目指してきた取り組みである。障
害乳幼児健診は当初から障害の早期発見だ
けでなく、その後の早期療育といったフォロ
ーへつなぐ、社会的子育ての窓口としての機
能を有している点に意義を見出すことがで
きると考えられる。発見後の対応の地域での
諸機関の連携、対応のシステムや子育て支援
施策を切り拓く役割を担ってきたとも換言
できる。まさしく諸機関の専門性の発揮と指
摘できる。それぞれの機関には固有の役割が
あるものの、その補完性があることで、障害
児のより一層の発達促進、発達保障になって
いると結論づけることができた。大津市の先
駆的取り組みを考察することで、関連する法
改正や国の施策の積極面やタイミングを活
用して、地域で一貫した乳幼児健診や療育の
システムをつくる契機にすることは可能で
あると考える。各自治体の再構築へのひとつ
の指標としての役割を担っているところに
意義があると指摘した。 
（６）①国の制度や施策を変えるに至るには、
先駆的な人物な地域での試行があり、その取
り組みの成果が少しずつではあるが他の取
り組みに影響を与えていくという経緯をみ
ることができた。そして、さらに影響が広が
っていくことになる。それは図２になる。 
      先駆的な人物 
  
      先駆的な地域 
        ↓ 
   他の地域への取り組みへ 
        ↓ 
さらに、他の地域への取り組みに拡大 
   （国の制度や施策の変更） 
 
   図２  実践の展開過程 

②次に本研究では、障がい児に関する通史を
概観した上で、戦後に焦点をおいて進めた。
よって、第一に、より広範囲な時期を対象と
して明らかにしようとした点である。第二に、
各々の実践や取り組みが生み出される社会
背景や成立要因、実践の根本的な思想を明確
にしようとした点である。第三に、研究にお
いて何よりも大切な資料の探索を行い、実証
的な価値を見出そうとした点である。 
③障害児問題史研究文献の分類法について、
精神薄弱問題史研究会は、創設者などの保
護・教育思想、対象者、従事者、財政・経営、
建築計画、保護・教育方法、地域社会との関
係、行政・政策という８つの資料の整理・分
析視点を提起している。また、障害児教育学
研究会は、総記、障害者問題生活史・処遇史、
障害者教育史・福祉史、障害者教育福祉制度
史・政策史、障害児学校史・施設史、障害児
教育方法史・指導法史・実践史、障害者運動
史・教育運動史、障害者教育理論史・学説史、
障害者教育福祉思想史・人物史という分類法
を提示している。これらの視点と本研究を照
らし合わせるならば、創設者・人物や教育・
福祉の方法や地域を扱ったということにな
る。ただ、本研究をもってわが国における障
害幼児の歴史の全貌が明らかになったわけ
ではない。今後の研究課題にしたい。 
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